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教職課程科目「特別活動の指導法」の一考察
A Study About a Teacher Training Course Subject
“Method of teaching of Special Activities”
諏 江 康 夫
Yasuo SUE
１．はじめに
わが国の学校教育は，知・徳・体のバランスを重視し，人格の形成を行うところに特色があ
り，集団の中で社会性を育てる特別活動は，教育課程の中で重要な役割を担ってきている。
平成１０～１１年の学習指導要領改訂にともなう教育内容の厳選や教育課程の枠組みの縮減，平
成２０～２１年の改訂による授業時数の増加や指導内容の充実といった流れの中で，学校や教育委
員会，保護者などは，ともすると「学力向上」に目を向けがちになり，特別活動の理念，意義
や重要性の認識が薄れつつあるのではないかという思いを禁じざるを得ない。
子どもたちは将来，社会のさまざまな人間関係の中で生きて行くのであり，人間関係の基礎
を育む場，集団の中で生きていくトレーニングの場として学校が果たすべき役割は，社会や時
代がいかに変化しようとも，低下させてはならない。
集団内の人間関係に起因すると思われるいじめ，不登校などが依然として大きな教育課題と
なっているこんにち，集団の中で生きる力を育む特別活動の意義・役割はもっと重視されなけ
ればならず，また特別活動指導の実効性を上げるためには特別活動の理念・目的等をきちんと
理解した教員が増えることが望まれる。
本稿では，「特別活動」の現状と課題を考察しながら，大学の教職課程において今後どのよ
うな指導が必要かを考察したものである。
２．特別活動の現状と課題
（１）特別活動の変遷
こんにち，各教科などとともに初等中等教育の教育課程の一領域をなしている特別活動は，
従来，「課外活動」とよばれ，第１次世界大戦後，アメリカの中等学校で発達し，次第に学校
教育の中に組織化されるようになり，わが国では，１９３１（昭和６）年に当時の中学校において，
毎週２時以内を課程外の指導に充てることができるという，こんにちの特別活動の萌芽ともい
える規定が設けられた。
戦後の新学制の発足で小・中学校にクラブ活動や委員会活動などを一括した「自由研究」が
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設けられ，その後，１９４９（昭和２４）年に中・高等学校で「特別教育活動」が，また１９５１（昭和
２６）年には小学校に「教科以外の活動」が教育課程に位置付けられることになった。注１
その後の特別活動の変遷については，【図－１】に沿って概観する。
【図－１】
※２０１５（平成２７）年８月２６日 中教審教育課程部会教育課程企画特別部会論点整理 補足資料をもとに作成。
左端の○数字は説明の都合上，追加。
 の改訂で，小・中学校の教育課程が，各教科，道徳，特別教育活動，学校行事等の４領域
となり，の改訂で，小・中学校は特別教育活動と学校行事等を統合して「特別活動」となっ
たが，高校は「各教科以外の教育活動」という名称であった。また小・中・高等学校にクラブ
活動が設定された。
の改訂で，高校も「特別活動」に改められ，の改訂から，内容が学級活動（高校はホー
ムルーム），児童会活動（中・高は生徒会活動），クラブ活動，学校行事に整理され，現在とほ
ぼ同じになった。なお，中・高のクラブ活動は，部活動で代替できることとされ，の改訂で，
中・高のクラブ活動は廃止された。
特別活動の変遷と授業時数の変化などを，小・中学校，高校に分けて整理したのが，下の表
－１，２である。
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【表－１】
【表－２】
注）高校は年間の総授業時数が示されないため，小・中学校と様式が異なる。
（２）特別活動の現状
現在，学習指導要領で小学校の特別活動の目標は次のように示され，中学校，高等学校もほ
ぼ同じとなっており，「望ましい集団活動」をとおして「よりよい人間関係」を構築し，「自主
的，実践的な態度」を育成することが，主たるねらいとなっている。
望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り，集団の一員
としてよりよい生活や人間関係を築こうとする自主的，実践的な態度を育てるとともに，
自己の生き方についての考えを深め，自己を生かす能力を養う。
１０３
【平成２０年３月告示 小学校学習指導要領】
内容は上の表－１，２のとおりであるが，授業時数等の取扱いは，小学校について「学級活
動（学校給食に係るものを除く。）に限る。）の授業は，年間３５週（第１学年については３４週）
以上にわたって行うよう計画し」，「児童会活動，クラブ活動及び学校行事については，それら
の内容に応じ，年間，学期ごと，月ごとなどに適切な授業時数を充てるものとする」と示され
ている。中学校も同様で，学級活動は年間３５週以上，生徒会活動及び学校行事は適切な授業時
数を充てるとされている。
高等学校は，「ホームルーム活動の授業時数については，原則として，年間３５単位時間以上
とする」，「生徒会活動及び学校行事については，学校の実態に応じて，それぞれ適切な授業時
数を充てる」とされている。
（３）特別活動の課題
上の図や表でみたように，特別活動の目標・内容等は，平成１０～１１年改訂の学習指導要領以
降，大きな変化はないが，学習指導要領全体をみると，「生きる力」の育成，完全学校週５日
制実施にともなう教育内容の厳選と小・中学校の年間総授業時数の縮減，「総合的な学習の時
間」の新設，平成２０～２１年の改訂における小・中学校の授業時数の増加や小学校外国語活動の
導入などの変化があり，各学校はその都度，創意工夫を生かした教育課程の編成を求められ，
特別活動もさまざまな取組が求められている。
２０１４年１１月の諮問を受け，現在，中央教育審議会では新しい学習指導要領の検討を行ってい
るが，中教審教育課程部会教育課程企画特別部会の論点整理 補足資料では，小～高校の特別
活動の全国的な課題として，「チームワーク力」や社会性の育成，合意形成に向けた話合い活
動の日常化，生徒会活動の正しい認識が十分でないこと，学校行事の負担が過重になっている
ことなどをあげている。注２
次に，北海道内の学校については，どのようなことが課題となっているのかをみていく。
（４）道内の特別活動の課題
ア 学校行事等の見直しと精選がすすめられ，時数が減少していること
平成１６年度の北海道小学校長会の調査によれば，完全学校週５日制の実施に対応した学校運
営の配慮事項として，「基礎的・基本的な内容の確実な定着」をあげた学校が約５５％で，全国
と同様に最も多くなっており，学力向上が最重要課題として受け止められていたことを示して
いる。このことは，校内研修の重要課題としてあげられたのが，「教科指導と評価」（６２．５％），
「教育課程の編成と年間指導計画」（５３．６％）で１，２位となり，「特別活動の在り方」はわずか
５．４％であったことから，小学校の関心は教科指導・学力向上に向かっていたことがうかがわ
れる。注３
諏江：教職課程科目「特別活動の指導法」の一考察１０４
小・中学校では各教科，学級活動などの年間総授業時数は示されているが，学校行事，児童
会（生徒会）活動，クラブ活動については「適切な時数を充てる」とされていることから，教
育課程の枠組み・週当たりの授業コマ数が縮減された中で教科指導・学力向上のための授業時
数確保の工夫のひとつとして，学校行事等の見直しと精選がすすめられたといえる。注４
イ 教員の年齢構成のアンバランスと知識・技能，経験等の伝承
文部科学省の調査によると，全国の公立学校（小・中・高）の，平成２６年３月３１日現在の年
齢別教員数の割合は，５０歳以上が２８．３万人（４０．３％），４０～４９歳が１８．５万人（２６．４％），３０～３９
歳が１５．０万人（２１．４％），２０～２９歳が８．４万人（１２．０％）となっており，高齢化と不均衡が進ん
でおり，道内についてもタイムラグはあるものの，同じような傾向と考えられる。
特別活動の指導は，教職課程において教科の指導に比べて経験を積む機会が少なく，採用後
に学校の日常業務を通して資質・能力を高めていくことが多いので，今後１０年間でおよそ４割
が退職する見通しの中，ベテラン教員のもつ専門的な知識・技能や経験等が若い教員に有効か
つ確実に伝承されるか，懸念される。
ウ クラブ活動・部活動の指導に課題が多い
中教審教育課程部会教育課程企画特別部会の論点整理 補足資料では，児童生徒の多くが学
校生活で楽しいこととしてクラブ活動・部活動を選択していることをあげているが，中・高校
の部活動は，特別活動に位置付けられていない。
中学校学習指導要領総則の「指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項」に，「生徒の自
主的，自発的な参加により行われる部活動については，スポーツや文化及び科学等に親しませ，
学習意欲の向上や責任感，連帯感の涵養等に資するものであり，学校教育の一環として，教育
課程との関連が図られるよう留意すること」と記されているように，「学校教育の一環」とい
う位置付けであるが，実態として多くの生徒が日常的に活動している。
学校教育の一環であるため，その指導には教員があたり，教員と生徒，生徒同士の豊かな人
間関係の醸成などの望ましい成果もある一方，教員の長時間勤務の一因となったり，体罰や安
全管理などの問題もある。
部活動が学習指導要領に明確に位置付けられておらず，大学の教職課程で取り上げられるこ
とも少ないため，特に新採用の教員が部活動指導の知識や技能等が不十分なまま指導に当たら
なければならないケースや，近年では部活動の顧問を忌避する若手教員も見られるようになっ
ている。
３．教職課程における「特別活動」
（１）教職課程への開設
教職課程に「特別活動に関する科目」が設けられたのは，１９８８（昭和６２）年に教育職員養成
審議会の答申「教員の資質能力の向上方策等について」において，「特別活動に関する科目」
１０５
を設けることが提言されたことに始まり，その後，１９９７（平成９）年の同審議会第１次答申を
受けた教育職員免許法の改正で「教育課程及び指導法に関する科目」の中に「特別活動の指導
法」が設けられた。
１９６８（昭和４３）年の学習指導要領の改訂から，小～高校で特別活動が実施されていたが，大
学等の教員養成で特別活動が履修されるようになったのは，平成になってからである。
（２）教職に関する科目「特別活動」の現状
国は，教職に関する科目「特別活動の指導法」の趣旨を次のように示しており，これを踏ま
えて各大学はシラバスを作成し指導している。
○ 各教科，道徳及び特別活動の指導法等に関する各科目については，学習指導要領に掲
げる事項に即して包括的な内容を含むこととする。また，各教科等を，実際に指導する
場面を想定して，学習指導案の作成や教材研究，模擬授業等を組み入れ，実践的な指導
力を身に付けさせるような事項を，当該区分の授業科目の講義概要（シラバス）で示す
こと。
○ 特別活動は，各教科及び道徳以外の教育活動として，生徒の学校や学級の生活におけ
る具体的な展開に即した種々の価値の高い教育活動を統合したもので，教育課程の基準
の中に位置付けられているものであり，望ましい集団活動を通じて心身の調和のとれた
発達を図り，個性を伸長するとともに，集団の一員としての自覚を深め，協力してより
よい生活を築こうとする自主的・実践的な態度を育てることを目標としている。
【「教職課程認定申請の手引き（平成２８年度開設用）１９２～２３０頁」】
「特別活動」の実践例については，学校行事のプランづくりと行事準備の指導を模擬的に体
験する模擬学校実習行事を取り入れた実践，修学旅行の準備の校務シュミレーション，グルー
プ学習を積極的に取り入れた実践，VTRの活用など，さまざまな先行研究がある。注５
国が示した趣旨はかなり大枠的なものであるため，多くの大学では，学習指導要領をテキス
トあるいは参考書等に位置付けたり，学習指導要領に掲げる事項に即して包括的な内容を網羅
しつつ，指導案の作成や教材研究，模擬授業等を組み入れ，実践的な指導力を身に付けさせる
よう工夫したりしているのが実態である。
（３）実施上の課題
本学は現在，次のような授業計画等により「特別活動論」を開講している。
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【図－２】
今年度の受講者は約７０名のクラスと約１１０名のクラスであるが，過去２年の状況も含め，次
のような課題があると捉えている。
○ 受講者が多い。
教職課程の必履修科目であり教員免許取得希望者のほぼ全員が受講するため，模擬授業
やディスカッションなどの実践的な内容が行いにくい。
○ 講義に対する取組の個人差が大きい。
「ぜひ教員になりたい」という者から「教員免許が取得できればいい」という者までさ
まざまな学生が混在しているため，意識づけや意欲の喚起が難しい。
○ 小～高校までの学校行事等の経験の差が大きい。
１０７
現在の学生は，平成１０～１１年改訂の学習指導要領で学び，学校行事等が削減されたこと
により，「○○はやったことがない」とか「体育大会は１日だけだった」などという学生
がおり，経験を共有することが難しい場面が多い。
○ 集団活動が苦手な学生も散見される
社会や家庭環境の変化などによると思われるが，集団で一緒に何かをすることに消極的
な傾向の学生もおり，教員になって特別活動を指導できるのかという不安を感ずる場面も
ある。
４．今後の方向性
（１）国の動向
現在，小～高校の学習指導要領の改訂，高・大接続の一体的改革，さらには教員の養成・採
用・研修を見通した改革も進められており，特別活動の内容や教職に関する科目「特別活動の
指導法」などに何らかの変更があるのではないかと思われる。
まず，学習指導要領の改訂を論議している中教審教育課程部会では，特別活動の内容の見直
しについて，次のように述べられている。
○ 特別活動は，学校で生活する子供たちにとって最も身近な社会である学級や学校にお
ける生活改善のための話合い活動や実践活動を通じて，主体的に社会の形成に参画しよ
うとする態度や自己実現を図るために必要な力を養ったり，各教科等におけるグループ
学習等の協働的な学びの基礎を形成したりする役割を果たしている。また，よりよい人
間関係に基づく学級経営の充実を図る役割としても重要である。
自分たちが所属する集団や社会の充実と向上のため，教科等で身に付けた資質・能力
を活用し，意見の違いや多様性を生かしつつ集団としての意見をまとめていく話合い活
動などは，社会参画の意識や合意形成のための思考力・判断力・表現力等を養うもので
ある。
○ また，特別活動は，特別教科化によってますます重視される道徳における問題解決的
な学習や体験的な学習と相まって，道徳的実践のための重要な学習活動の場となるもの
である。特に，基本的な生活習慣や集団や社会との関わり方，人間関係などの問題につ
いて，何ができるかを考え，実行するなど，道徳的行為を促す上で，重要な役割を果た
すものである。このような子供たちの主体的な活動は，いじめ等の未然防止などにもつ
ながるものである。
○ こうした特別活動の意義については，開発途上国等に対する国際教育協力の現場等に
おいても，我が国の教育課程の特徴として高い評価を受けているところである。次期改
訂に向けては，教育課程におけるこうした意義を明確化するため，学級（ホームルー
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ム）活動，児童会・生徒会活動，クラブ活動，学校行事のそれぞれを通じて，育成すべ
き資質・能力を明確化するとともに，各教科等との関係を整理していくことが求められ
る。
【中央教育審議会教育課程部会教育課程企画特別部会 論点整理】
一方，教員の養成等については，中教審教員養成部会で答申案が審議されており，その中で
は教職科目の大くくり化及び教科と教職の統合が必要とされ，これらを踏まえた教職課程の見
直しのイメージが示され，それによると「特別活動の指導法」は，道徳，総合的な学習の時間，
教育の方法及び技術，生徒指導，教育相談，進路指導と同じ群に属している。
名称も含め今後さらに詳細が検討されることになると思われ，早ければ２０１６（平成２８）年に
も法改正が行われる見込みであるので，特別活動については，学習指導要領の改訂と合わせ，
当分の間は国の動向を注視する必要がある。
（２）今後の「特別活動の指導法」について
小～高校の特別活動の課題と学習指導要領改訂の動向，教職科目「特別活動の指導法」の課
題と教員養成改革の動向などを勘案すると，今後の教職課程における「特別活動の指導法」に
ついて，次のような視点に立った改善が必要である。
ア 学級活動（ホームルーム活動）の指導を重視すること
特別活動の内容のうち，児童会（生徒会）活動と学校行事については，「適切な授業時数を
充てるものとする」とされていることから，教育課程の枠組みの縮減により，学校行事等の見
直し・精選が進み，充てられる時数が減少している。
一方，学級活動（ホームルーム）は，「年間３５週以上」実施することとされているので，特
別活動の中で学級活動が占める比重は，時数の面で相対的に大きくなってきている。
中教審の資料においても，「子供たちにとって最も身近な社会である学級」には，「協働的な
学びの基礎を形成したり，よりよい人間関係に基づく学級経営の充実」などが期待されており，
学級経営にあたる担任の資質・力量の向上が一層求められることは想像に難くない。
一方，「教員の資質能力向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結
果」によれば，校長による初任者教員の資質能力の充足度評価で，ほとんどの項目で「やや不
足している」「とても不足している」とする割合が４割を超え，中でも「集団指導の力」「児童
・生徒指導力」「学級づくり」で，「やや不足している」「とても不足している」とする割合が
６割を超えており，初任者教員の集団指導，学級指導の資質・力量に厳しい評価がなされてい
る。
また，初任者研修対象者のうち，小学校では約９７％，中学校では約６３％が学級担任を受け
持っているという実態もあることから，教員養成段階において集団指導・学級づくりの力量を
できるだけ身に付けるよう，「特別活動の指導法」の中で学級活動の指導に実践的な内容を取
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り入れたり時数を増やしたりすることなどが，特に必要である。
イ 教科，他領域との連携を視野に入れた指導を重視すること
現行の学習指導要領でも，特別活動については，各教科・科目，道徳，総合的な学習の時間，
生徒指導との関連を十分に図ることが示され，また，総合的な学習の時間の実施による学校行
事の代替ができることとされている。
これまでも限られた授業コマ数を効率的に活用する観点から，教科・他領域との関連を図り
学校全体の教育効果があがるよう，さまざまな取組が行われてきているが，今後は「特別活動
の指導法」の中で，教科・他領域との関連を図りつつ，互いが補足・拡充の機能をもつという
ことを念頭に，特別活動の目標を達成する方策等を積極的に取り扱うことが必要である。注６
ウ 特別活動に「部活動」の指導を付加すること
現在，中・高校における部活動は，学習指導要領に明確に位置付けられていないが，学校教
育活動の一環として大きな意義があると認められ，生徒にとっても学校生活の大きな楽しみと
なっている。
しかし，部活動が学習指導要領に明確に位置付けられていないため，教職科目での取扱いが
不明確で，「特別活動の指導法」でも十分に時間を割いて取り扱うことが難しい状況にある。
学校ではほぼ全ての教員が部活動の顧問を担当しており，新任教員は，わずかな知識と狭い
経験を頼りに部活動の指導に当たらなければならないという実態がある。部活動には，体罰，
いじめ，安全管理などさまざまな問題と隣り合わせの側面があり，重大な責任を負うことにも
つながり兼ねない場合もあるので，新採用の教員が部活動について十分な認識をもって適切な
指導ができるよう，部活動指導を教員養成の科目（特別活動に限らない）に位置付ける必要が
ある。
５．おわりに
平成１０～１１年の学習指導要領改訂と平成１４年度からの完全学校週５日制の実施以降，各学校
は，教育課程の枠組み・週当たりの授業コマ数が縮減された中，基礎・基本の確実な習得，
［生きる力］の育成などの期待に応えるべく，さまざまな努力をしてきた。
一方，現在の学習指導要領では，教育課程の枠組みは変わらず，教科の授業時間数の増加，
小学校外国語活動の導入がなされるなどしており，学校行事等に充てることができる時間数は
減少し，児童生徒が集団活動を通して人間関係を築き，自主的・実践的な態度を育てる機会が
減り，教育課程における特別活動の位置づけが低下しつつあることが懸念される。
いじめなど教育問題の多くは，学校の基礎集団である学級で起きている。学級の雰囲気が学
習に大きな影響を与えることは，学校を知る教員であれば誰でも体験的に納得できることであ
り，昨今クローズアップされている「アクティブ・ラーニング」にしても，児童生徒間の人間
関係によってその成果は大きく変わってくるであろう。
諏江：教職課程科目「特別活動の指導法」の一考察１１０
国をあげての教育改革が猛烈なスピードで進められている今だからこそ，各学校は，児童生
徒の学校生活を明るく豊かにする原点が，特別活動の充実，楽しい学級づくりにあることを，
改めて見直すことが必要である。注７
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